
【大野市通学区域審議会　委員構成について】（案）

大野市通学区域審議会条例

(設置)

　第1条　大野市小学校及び大野市中学校(以下「小学校及び中学校」という。)の通学区域の適正を期するため、

地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、大野市通学区域審議会(以下「審議会」

という。)を設置する。

(所掌事項)

　第2条　審議会は、教育委員会の諮問に応じ、小学校及び中学校の通学区域の設定、改廃に関する事項を

調査審議して教育委員会に答申する。

(委員)

　第3条　審議会の委員(以下「委員」という。)の定数は、25名以内とする。

　2　委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。

　(1)　市議会議員の代表

　(2)　PTAの代表

　(3)　校長の代表

　(4)　区長の代表

　(5)　学識経験者

　3　委員の任期は、1年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　4　委員が委嘱されたときの要件を欠くにいたったときは、その職を失う。

（会長及び副会長）

　第4条　審議会に会長及び副会長を置く。

　2　会長及び副会長は、委員の互選によって定める。

　3　会長は、会務を総理し審議会を代表する。

　4　副会長は、会長を補佐し会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

　第5条　審議会は会長が招集し、会長は会議の議長となる。

　2　審議会は、委員の定数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

　3　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　4　会長は議事録を作成し、２名以上の出席委員が署名しなければならない。

（資料の提出要求等）

　第6条　審議会は、その所掌事務を行うため必要があると認めるときは、委員以外の者に資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができる。

（庶務）

　第7条　審議会の庶務は、教育委員会の事務局において処理する。

（委任）

　第8条　この条例の定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附　則

この条例は、公布の日から施行する。

附　則（昭和５１年条例第２４号）

この条例は、公布の日から施行する。

審議会委員 人数 推薦団体

1 市議会議員の代表 1 大野市議会

2 ＰＴＡの代表 4
有終東小、有終南小、
開成中、陽明中

大野市ＰＴＡ連合会

3 校長の代表 4
有終東小、有終南小、
開成中、陽明中

大野市小中学校校長会

4 区長の代表 2
大野地区の代表
東中区

大野地区区長連合会
上庄地区区長連合会

5 学識経験者 1

合計 12

＜審議会委員構成について＞

　大野市通学区域審議会において、総

合的かつ持続可能な、教育環境の望ま

しい整備という観点で、有終東小学校

児童の通学区域の考え方について、調

査審議する。

　審議会委員は、左記の委員構成とし

たい。
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